
 

２４ （自由提案部門） 

事 業 名 障害者の自立支援を目的とする上下水道検針及び徴収業務による雇用確保 

実施主体 ＮＰＯ法人 パーソンズサポート  （旧障害者支援ネットワークまつえ） 

県担当課 障害者福祉課 

●事業の成果  事 業 の 目 的 ［その他］ 

•  障害者の自立支援及び雇用確保を目的としている。障害者の働く意欲に対し社会の求人

状況の現状が厳しいため、求人状況を改善し雇用機会の拡充支援を行う。 

 

 事 業 の 内 容   

•  自治会・管理会社へのシステム説明を行った。 

•  システム導入の手続きを行った。 

•  集合住宅・マンションへＰＲ活動（説明会・チラシ配布）を実施した。 

 

 

 目的の達成状況 ［不十分だった］ 

•  障害者雇用面接会や島根障害者職業センターを通し、現在までに、２名をトライアル雇用

したが、２名共に自己都合・体調不良の為、長続きしない結果となってしまった。 



 

 

 反省点・改善点   

•  選考の際にいろいろ考慮し、十分に話し合った上で、今後は採用したい。 

•  事前の本人の体調等のチェック等が必要である。 

 

●協働の効果  県との協働内容 ［協働して実施した］ 

•  関係機関と連携をとってもらい、障害者雇用に対しての支援をいただいた。 

•  地域政策課、障害者福祉課の協力により、島根障害者職業センター及び社会福祉法人桑

友さんからの指導等を得られ非常に助かった。 

 

 県との協働効果 ［十分効果があった］ 

•  障害者の雇用に対しての具体的な現場での指導を得る事が出来た。 

•  協働事業ということで、皆さんに受け入れられやすく、大変助かった。 

 

 県への要望事項   

•  後述「協働による発展」の内容について、各課の積極的な協力をいただきたい。 

 

 反省点・改善点  ［特にない］ 

 

 市町村との協働 ［協働して実施した］ 

•  松江市が主催する会合でシステムを説明する機会をいただいた。 

 

●事業の継続  事業成果の活用 ［活用されている］ 

•  障害者の雇用確保のシステム化が出来た。 

•  １７団地 1０００件で上下水道収納委託を行っている。 

 

 事業の継続状況 ［助成を受けずに継続実施している］ 

•  雇用していくための費用は、上下水道委託料より確保している。 

 

 協働による発展 ［協働により発展できる］ 

•  島根県が主催する県営住宅に関する説明会等でシステムを説明する機会をいただきた

い。 

•  システムについての紹介等、広報をお願いしたい。広報してもらうことにより認知してもらえ

る。 

 



 

 


